








要約 

周産期死亡の発生防止を新生児側のデータから検討する場合,早期新生児死亡(日齢 7未満

死亡)の低減のみから論ずるには問題が多い。それは早期新生児死亡が低下しても晩期新生

児死亡(日齢7～28死亡)や乳児期死亡(日齢29以降の死亡)の比率が増加する可能性がある

からである。昭和 53年から昭和 55 年までの 3年間の我々の施設へのハイリスク新生児入

院469例における死亡例計74例の分析で,早期新生児死亡は44.6%にすぎず,晩期新生児死

亡が 31.1%,乳児期死亡が 24.3%を占めた。晩期新生児死亡や乳児期死亡の約半数は心奇形

や重症奇形を有する例であり,延命を計ったにすぎない例も少なからずみられた。一方,死

亡主因が原疾患によらない例は極小未熟児に多く,感染や頭蓋内出血の他,慢性肺障害によ

るものが少数ながら認められた。以上から周産期死亡の発生防止対策には,晩期新生児死亡

,乳児期死亡のデータの分析も重要であり,且つ周産期死亡の防止対策として,心血管奇形

を含む先天奇形の発症防止と極小未熟児の出生予防及びケアの改善が最重要であると結論

された。 


